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① コロナ禍で、事業者の健康診断の延期が認められています 

◆対応の概要 

・一般健康診断：令和２年６月末までの間、実施時期を延期することができます。 

・特殊健康診断：実施することが義務づけられていますが、十分な感染防止対策を講じることが困難な

場合などには、実施時期を６月末まで延期することができます。 

◆一般健康診断 

事業者は、労働安全衛生法第 66 条第１項の規定により、労働者の雇入れの直前または直後に健康診

断を実施することや、１年以内ごとに１回定期に一般健康診断を行うことが義務づけられています。し

かし、新型コロナウイルスの拡がりにより、健康診断等の実施会場においても、密閉・密集・密室とい

った「三密」空間での感染拡大が懸念されるところから、一般健康診断の実施時期については、令和２

年６月末までの間、延期することとして差し支えないこととされました。 

◆特殊健康診断 

また、事業者は、労働安全衛生法第 66 条第２項および第３項、じん肺法の規定に基づき、有害な業

務に従事する労働者や有害な業務に従事した後配置転換した労働者に特別の項目についての健康診断を

 

 

 

今 月 の こ と ば 

「今日 今向き向こう一日が 最も充実していると素直に思える」 

プロサッカー選手 三浦知良  
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実施することや、一定の有害な業務に従事する労働者に歯科医師による健康診断を実施すること等が義

務づけられています（特殊健康診断）。 

特殊健康診断については、がんその他の重度の健康障害の早期発見等を目的として行うものであるた

め、基本的には十分な感染防止対策を講じたうえで法令に基づく頻度で実施するのが望ましいとされて

いますが、十分な感染防止対策を講じた健康診断実施機関での実施が困難である場合には、一般健康診

断と同様、実施時期を令和２年６月末までの間、延期することとして差し支えないこととされました。 

 

これらの取扱いは、現時点では新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた令和２年６月末までに限

られた対応とされています。詳細は厚生労働省の「新型コロナウイルスに関するQ&A（企業の方向け）」

に掲載されていますが、随時更新されていますので、こまめにチェックする必要があります。 

【厚生労働省「新型コロナウイルスに関する Q&A（企業の方向け）」】 

https://mhlw.lisaplusk.jp/jump.cgi?p=2&n=107 

② テレワークの実施状況は？～厚労省・ＬＩＮＥ株式会社の調査より 

◆新型コロナウイルスの影響で急速に広まったテレワーク 

新型コロナウイルス感染リスク防止の観点から急速に広まったテレワーク。騒動の中で急遽対応に迫

られた職場も多いことでしょう。業態やこれまでの対応状況によっては実施が難しいところもあります

し、その実施内容は職場によって大きく異なると思いますが、全国的な実施率はどのようになっている

のでしょうか。 

◆テレワーク実施率は 27％ 

厚生労働省は、LINE株式会社と協力して、LINE株式会社の公式アカウントにおいて、サービス登録

者に対して「新型コロナ対策のための全国調査」を３回にわたり実施し、その分析結果を発表していま

す（第１回：３月 31日－４月１日、第２回：４月５日－６日、第３回：４月 12日－13日実施）。 

調査によると、オフィスワーク中心（事務・企画・開発など）の人におけるテレワークの実施率は、

第３回調査時点で、全国平均で 27％でした。緊急事態宣言前と比べて増加しているものの、政府目標

の「オフィス出勤者の最低７割削減」には、この時点ではまだまだ届いていない状況です。 

緊急事態宣言が最初に発令された７都府県だけで見ても、最も進んでいる東京都で 52％、最も遅れ

ている福岡県で 20％と差があります。また、全国的には１割にも届いていない地域が多いようです。 

◆テレワークはコロナ対策に限るものではない 

本調査は４月中旬までの状況を示したものですので、その後、また状況は変わっていることが予想さ

れます。実際に、これまでは「テレワークなんて無理だ・関係ない」と考えていた企業においても、こ

の騒動の中で、どうにかテレワークを実施できないか、テレワーク下でも滞りなく業務を行えないかと

試行錯誤しているところが多いのではないでしょうか。 

テレワークはコロナ対策だけに限るものではありません。育児・介護、様々な災害対応の面からも必

要になってくるものです。テレワークの実施状況が今後の企業経営にも大きく影響してくることにもな

りかねませんので、これを機に自社でも真剣に検討していきたいところです。 

【厚生労働省「第１－３回「新型コロナ対策のための全国調査」からわかったことをお知らせします。」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11109.html 

https://mhlw.lisaplusk.jp/jump.cgi?p=2&n=107
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③ 業務中に新型コロナウイルス感染した場合の労災補償 

厚生労働省は、各労働局に対し、労働者が業務中に新型コロナウイルスに感染した場合の労災補償に

関する通達（以下「通達」という）を出し、相談があった際の対応について方針を示しました。 

◆感染経路が特定できない場合は？ 

通達では、新型コロナウイルス感染症について、従来の業務中の事故や病気の場合の考え方と同様に、

業務遂行性と業務起因性が認められた場合に労災保険給付の対象となるとしています。 

しかし、この感染症は、感染経路が特定できない場合が多いことが大きな問題となっています。通達

では、「患者の診療若しくは看護の業務又は介護の業務等に従事する医師、看護師、介護従事者等が新

型コロナウイルスに感染した場合には、業務外で感染したことが明らかである場合を除き、原則として

労災保険給付の対象となること。」とし、医療従事者や介護従事者以外の労働者についても、感染経路

が特定できなくても「業務により感染した蓋然性が高く、業務に起因したものと認められるか否かを、

個々の事案に即して適切に判断すること」と明記しています。 

◆感染リスクの高い業務とは？ 

感染経路が特定できない場合であっても、感染リスクが高いと考えられる以下のような業務に従事し

ていた場合は、「潜伏期間の業務従事状況、一般生活状況等を調査した上で、医学専門家の意見も踏ま

えて判断すること」としています。 

・ 複数（請求人を含む）の感染者が確認された労働環境下での業務 

…施設利用者等が感染している場合等を想定 

・ 顧客等との近接や接触の機会が多い労働下での業務 

…小売業の販売業務、バス・タクシー等の運送業務、育児サービス業務等を想定 

また、海外出張者については、出張先国の感染リスクが高いと客観的に認められる場合には、「個々

の事案に即して判断すること」としています。 

◆判断や対応に迷ったときは相談を！ 

５月８日時点での新型コロナウイルスに関する労災請求件数は７件ですが、今後、事業主、労働者か

らの相談は増えると考えられます。また、医療従事者等からは早期の労災認定を求める声も強まってい

ます。従業員が感染した場合の労災補償、請求手続き等については、所轄の労働基準監督署や社会保険

労務士にご相談ください。 

【基補発 0428第１号「新型コロナウイルス感染症の労災補償における取扱いについて」ＰＤＦ】 

https://www.mhlw.go.jp/content/000626126.pdf 

 


